















日本生活協同組針車合会と東京と大阪生協の協働のもと、 201 年の 1'"""-4 月に各生協のウェプサイトを経由して約
6，0 種の食品を購入している東京 1，02 世帯(家族を含めて計 3，128 名)と大阪 54 世帯(家族含めて計 1，925 名)に
下痢と日匝吐の有無を毎日尋ねるインターネット調査を実施したO 健康状態と各調窪の食品購入↑静Rを組み合わせたデータ
を作成し、食品と下痢と幅吐の関連を分析した。
アラートを検出するために次の 3ステップを行ったo Step1:CD(Cen 飴rs for Disea Con 仕'0 1 and Prevntion) の
EARS(E 訂 ly Ab eration Re porting System) で下痢と幅吐の有症状者数が急増した日を特定、 S胞!p2: 医薬品のシグ




Step1 によって対象食品の 1.9%'""-3.3% で下痢が、 0.3%'""-0 .4%で幅吐が検出された。 Step2 で「パナメイえび」が
OR:8.9 と非常に大きい値で抽出された。 Step3 の散布図による確認で、は「パナメイえびjを購入した 3 世帯が同じ日に
下痢を家族内で複数発症しており、食中毒の可能h白 3あるとしてアラートを提示した。食品と症状の因果関係を調査する
ために微生物勃句テストを実施し、腸炎ピプリオ(23MPN/g) を検出した。
【結論】
本研究で、食品の市販後調査を実現する可能性を実証した。本研究で、使用した分析アフoローチは、微生物による食中
毒だけでなく、化学防質や農薬ぎ昆入による食中毒にも応用することが可能である。広域~JfEi重食品による食中毒の早期発見
に重要な役割を果たすシステムであると考えられる。
